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（（議議案案第第1177号号））

国国民民健健康康保保険険事事業業特特別別会会計計

－ 1－



１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 国民健康保険税 5,248,227 5,248,227 18.0

 2 使用料及び手数料 3,567 3,567 0.0

 3 国庫支出金 15,679 15,679 0.1

 4 県支出金 20,284,197 20,284,197 69.5

 5 財産収入 77 77 0.0

 6 繰入金 3,546,591 685 3,547,276 12.1

 7 繰越金 17,645 17,645 0.1

 8 諸収入 80,418 80,418 0.3

29,196,401 685 29,197,086 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計
－ 2－



事　項　別　明　細　書 （事業勘定）

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 総務費 366,410 685 367,095 685 1.3

 2 保険給付費 20,139,719 20,139,719 69.0

 3 国民健康保険 7,632,084 7,632,084 26.1

事業費納付金

 4 保健事業費 379,552 379,552 1.3

 5 基金積立金 11,514 11,514 0.0

 6 諸支出金 67,122 67,122 0.2

 7 予備費 600,000 600,000 2.1

29,196,401 685 29,197,086 685 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

－ 3－



２　歳　入

節

 6 繰入金 3,546,591 685 3,547,276

 1 他会計繰入金 2,678,022 685 2,678,707

 1 一般会計繰入金 2,678,022 685 2,678,707

29,196,401 685 29,197,086歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計
－ 4－



（単位  千円）

節   

 1 一般会計繰入金 685 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○職員人件費繰入金

138,457 685 139,142

説 明
区 分 金 額

－ 5－



３　歳　出

節

 1 総務費 366,410 685 367,095 特定財源

685

一般財源

0

 1 総務管理費 206,069 △1,826 204,243 特定財源

△1,826

一般財源

0

 1 一般管理費 183,138 △1,826 181,312 特定財源

△1,826

一般財源

0

 2 徴税費 104,629 2,511 107,140 特定財源

2,511

一般財源

0

 1 徴税総務費 103,247 2,511 105,758 特定財源

2,511

一般財源

0

29,196,401 685 29,197,086 特定財源

685

一般財源

0

歳出合計

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計
－ 6－



（単位  千円）

節       

（特定財源の内訳）

繰入金 685

（特定財源の内訳）

繰入金 △1,826

（特定財源の内訳）

繰入金 △1,826

 2 給料 △1,536 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 △464 ○職員人件費

 4 共済費 174 103,245 △1,826 101,419

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○職員人件費繰入金

103,245 △1,826 101,419

（特定財源の内訳）

繰入金 2,511

（特定財源の内訳）

繰入金 2,511

 2 給料 1,280 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 745 ○職員人件費

 4 共済費 486 34,639 2,511 37,150

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○職員人件費繰入金

34,639 2,511 37,150

（特定財源の内訳）

繰入金 685

金 額
説 明

区 分

－ 7－



  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　１１　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

補 正 後
(2) 人

3,254 125,462 59,924 188,640 36,577 225,217
45

補 正 前
(2)

3,254 125,718

比　　較
(0)

0 △256

188,615 35,917 224,532
45

59,643

25 660 685
0

281

※ (　)内は、パートタイム会計年度任用職員数の合計を外書き。

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分 扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当

補正後 1,758 1,316 11,774 1,222

1,316 12,412 949 4,036

住居手当

4,150 26,823 12,322 559

136 △305

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計

26,326 12,186 864

比　較 204 0 △638 273 114 497

補正前 1,554

－ 8－



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

21,826 138,569
20

補 正 前 71,629 45,089 116,718

補 正 後
人

71,373 45,370 116,743

21,166 137,884
20

△256 281 25 660 685
0

比　　較

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

1,355 15,569 12,322 559

補正前 1,554 1,316 11,907 949 1,241

補正後 1,758 1,316 11,269 1,222

136 △305

15,072 12,186 864

比　較 204 0 △638 273 114 497

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分

－ 9－



　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 △256 給与改定
に 伴 う
増 減 分

199

 

昇給に伴
う増加分

346

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△801

職員手当 281 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

370

勤勉手当

362

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計

給与改定に伴う分

44

異動等に伴う分

△495

その他の
増 減 分

－ 10 －



　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職

平 均 年 齢 39歳7月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 305,295円

平均給与月額 350,493円

平 均 年 齢 38歳7月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 292,158円

平均給与月額 312,896円

学　歴 給料月額

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職

短大卒

本

年

度

高校卒 162,400 

176,000 

前

年

度

高校卒

大学卒 196,100 

158,400 

短大卒

大学卒 193,100 

172,700 

円

円円円円

円

円円円円

－ 11 －



ウ　級　別　職　員　数 (級別の基準となる職務)

区　　　分 行　政　職 区　分 行 政 職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 4 人
１　級

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

３　級 10

主 事
技 師

２　級 2

３　級 係 長

４　級 2

５　級 課 長 補 佐

６　級 2
６　級

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

５　級

課 長

７　級
７　級 次 長

８　級
８　級 部 長

※ 会計年度任用職員数を除く。

９　級
９　級 困 難 部 長

計 20

エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職

本年度

職　員　数 Ａ (人) 20 20

昇給に係る職員数

(人)

Ｂ (人) 18 18

14 14

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 19

4 4

比　率 Ｂ／Ａ (％) 90.00 90.00

号給数別内訳

標準未 (人) 1 1

標　準 (人) 13 13

標準超

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計

標準超 (人) 5 5

比　率 Ｂ／Ａ (％) 95.00 95.00

前年度

職　員　数 Ａ (人) 20 20

19

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人)

－ 12 －



オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

扶養手当 同　　　　　じ

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市

－ 13 －



（（新新　　規規））

期　　間 金　 額

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計

1 市 税 等 収 納 代 行 業 務 委 託

収納取扱件数に１件あ
たり55円を乗じて得た
額に、消費税及び地方
消費税を加えた額

－ －

ま で の 支 出 額

債債務務負負担担行行為為でで令令和和５５年年度度以以降降ににわわたたるる

支支出出額額又又はは支支出出額額のの見見込込みみ及及びび令令和和４４

事　　　　　　　項 限　　度　　額

令 和 ３ 年 度 末

－ 14 －



令和４年度

金　 額 期　　間 金　 額 地 方 債

自　令和５年度
至　令和６年度

限度額に
同　　じ

県が示す交
付基準にお
ける交付上
限額に調整
率を乗じた
額以内

支出予定額
から国県支
出金の額を
控除した額

－

令 和 ５ 年 度 以 降 特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 そ の 他

もも のの にに つつ いい てて のの 令令 和和 ３３ 年年 度度 末末 まま でで のの

年年 度度 以以 降降 のの 支支 出出 予予 定定 額額 にに 関関 すす るる 調調 書書

（単位　千円）

令和４年度以降の支出予定額 左 の 財 源 内 訳

－ 15 －



１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 診療収入 19,488 19,488 35.1

 2 使用料及び手数料 46 46 0.1

 3 繰入金 35,695 141 35,836 64.6

 4 繰越金 1 1 0.0

 5 諸収入 74 74 0.1

55,304 141 55,445 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計
－ 16 －



事　項　別　明　細　書 （直診勘定）

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 総務費 42,379 141 42,520 141 76.7

 2 医業費 12,624 12,624 22.8

 3 諸支出金 1 1 0.0

 4 予備費 300 300 0.5

55,304 141 55,445 141 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

－ 17 －



２　歳　入

節

 3 繰入金 35,695 141 35,836

 1 他会計繰入金 24,113 141 24,254

 1 一般会計繰入金 24,113 141 24,254

55,304 141 55,445歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計
－ 18 －



（単位  千円）

節   

 1 一般会計繰入金 141 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○田人診療所運営費繰入金

24,113 141 24,254

説 明
区 分 金 額

－ 19 －



３　歳　出

節

 1 総務費 42,379 141 42,520 特定財源

0

一般財源

141

 1 施設管理費 42,379 141 42,520 特定財源

0

一般財源

141

 1 田人診療所一般管理費 42,314 141 42,455 特定財源

0

一般財源

141

55,304 141 55,445 特定財源

0

一般財源

141

歳出合計

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計
－ 20 －



（単位  千円）

節       

 2 給料 8 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 49 ○職員人件費

 4 共済費 84 7,419 141 7,560

金 額
説 明

区 分

－ 21 －



  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　11　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

補 正 後
(2) 人

15,426 9,420 6,921 31,767 2,714 34,481
3

補 正 前
(2)

15,426 9,412

比　　較
(0)

0 8

31,710 2,630 34,340
3

6,872

57 84 141
0

49

※ (　)内は、パートタイム会計年度任用職員数の合計を外書き。

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分 扶養手当
超過勤務
手　　当

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当

補正後 78 181 83 269

188 83 269 5,542

5,563 747

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計

712

比　較 0 △7 0 0 21 35

補正前 78

－ 22 －



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

1,263 7,560
1

補 正 前 4,204 2,036 6,240

補 正 後
人

4,212 2,085 6,297

1,179 7,419
1

8 49 57 84 141
0

比　　較

通勤手当 期末手当 勤勉手当扶養手当
超過勤務
手　　当

休日給

901 747

補正前 78 188 83 95 880

補正後 78 181 83 95

712

比　較 0 △7 0 0 21 35

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分

－ 23 －



　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 8 昇給に伴
う増加分

8

 

職員手当 49 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

19

勤勉手当

19

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

11

－ 24 －



　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職

平 均 年 齢 49歳9月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 350,900円

平均給与月額 365,300円

平 均 年 齢 48歳9月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 348,600円

平均給与月額 362,700円

学　歴 給料月額

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職

短大卒

本

年

度

高校卒 162,400 

176,000 

前

年

度

高校卒

大学卒 196,100 

158,400 

短大卒

大学卒 193,100 

172,700 

円

円円円円円

円

円円円円円

－ 25 －



ウ　級　別　職　員　数 (級別の基準となる職務)

区　　　分 行　政　職 区　分 行 政 職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 人
１　級

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

３　級 1

主 事
技 師

２　級

３　級 係 長

４　級

５　級 課 長 補 佐

６　級
６　級

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

５　級

課 長

７　級
７　級 次 長

８　級
８　級 部 長

※ 会計年度任用職員数を除く。

９　級
９　級 困 難 部 長

計 1

エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職

本年度

職　員　数 Ａ (人) 1 1

昇給に係る職員数

(人)

Ｂ (人) 1 1

1 1

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 1

1 1

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人) 0

標準超

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計

標準超 (人) 0

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

前年度

職　員　数 Ａ (人) 1 1

1

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人)

－ 26 －



オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

扶養手当 同　　　　　じ

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市

－ 27 －



 



（（議議案案第第1188号号））

後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計

－ 29 －



１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 後期高齢者医療保険料 3,354,051 3,354,051 76.8

 2 使用料及び手数料 732 732 0.0

 3 繰入金 995,700 △1,206 994,494 22.8

 4 繰越金 1,762 1,762 0.0

 5 諸収入 13,731 13,731 0.3

4,365,976 △1,206 4,364,770 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

後期高齢者医療特別会計
－ 30 －



事　項　別　明　細　書

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 総務費 105,243 △1,206 104,037 △1,206 2.4

 2 後期高齢者医 4,247,876 4,247,876 97.3

療広域連合納

付金

 3 諸支出金 12,857 12,857 0.3

4,365,976 △1,206 4,364,770 △1,206 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

－ 31 －



２　歳　入

節

 3 繰入金 995,700 △ 1,206 994,494

 1 他会計繰入金 995,700 △ 1,206 994,494

 1 一般会計繰入金 995,700 △ 1,206 994,494

4,365,976 △ 1,206 4,364,770歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

後期高齢者医療特別会計
－ 32 －



（単位  千円）

節   

 1 一般会計繰入金 △ 1,206 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○職員人件費繰入金

50,126 △ 1,206 48,920

説 明
区 分 金 額

－ 33 －



３　歳　出

節

 1 総務費 105,243 △1,206 104,037 特定財源

△1,206

一般財源

0

 1 総務管理費 85,129 △1,206 83,923 特定財源

△1,206

一般財源

0

 1 一般管理費 85,129 △1,206 83,923 特定財源

△1,206

一般財源

0

4,365,976 △1,206 4,364,770 特定財源

△1,206

一般財源

0

歳出合計

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

後期高齢者医療特別会計
－ 34 －



（単位  千円）

節       

（特定財源の内訳）

繰入金 △1,206

（特定財源の内訳）

繰入金 △1,206

（特定財源の内訳）

繰入金 △1,206

 2 給料 △1,379 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 △138 ○職員人件費

 4 共済費 311 50,126 △1,206 48,920

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○職員人件費繰入金

50,126 △1,206 48,920

（特定財源の内訳）

繰入金 △1,206

金 額
説 明

区 分

－ 35 －



  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　11　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

補 正 後
人

36,702 17,246 53,948 10,769 64,717
14

補 正 前 38,081

比　　較 △1,379

55,465 10,458 65,923
14

17,384

△1,517 311 △1,206
0

△138

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分 扶養手当
超過勤務
手　　当

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当

補正後 438 2,913 133 1,268

2,782 280 1,560 7,696

7,547 4,615 332

332

後期高齢者医療特別会計

4,628

比　較 0 131 △147 △292 △149 △13

補正前 438

－ 36 －



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

8,116 48,920
9

補 正 前 28,019 14,302 42,321

補 正 後
人

26,640 14,164 40,804

7,805 50,126
9

△1,379 △138 △1,517 311 △1,206
0

比　　較

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当扶養手当
超過勤務
手　　当

休日給

5,575 4,615 332

補正前 438 2,782 280 450 5,724

補正後 438 2,913 133 158

332

4,628

比　較 0 131 △147 △292 △149 △13

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分

－ 37 －



　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 △1,379 給与改定
に 伴 う
増 減 分

166

 

昇給に伴
う増加分

100

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△1,645

職員手当 △138 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

154

勤勉手当

148

後期高齢者医療特別会計

給与改定に伴う分

19

異動等に伴う分

△459

その他の
増 減 分

－ 38 －



　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職

平 均 年 齢 33歳5月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 263,275円

平均給与月額 297,078円

平 均 年 齢 32歳6月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 249,538円

平均給与月額 272,453円

学　歴 給料月額

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職

短大卒

本

年

度

高校卒 162,400 

176,000 

前

年

度

高校卒

大学卒 196,100 

158,400 

短大卒 172,700 

大学卒 193,100 

円

円円円円円

円

円円円円円

－ 39 －



ウ　級　別　職　員　数 (級別の基準となる職務)

区　　　分 行　政　職 区　分 行 政 職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 3 人
１　級

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

３　級 4

主 事
技 師

２　級 2

３　級 係 長

４　級

５　級 課 長 補 佐

６　級
６　級

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

５　級

課 長

７　級
７　級 次 長

８　級
８　級 部 長

※ 会計年度任用職員数を除く。

９　級
９　級 困 難 部 長

計 9

エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職

本年度

職　員　数 Ａ (人) 9 9

昇給に係る職員数

(人)

Ｂ (人) 8 8

6 6

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 8

2 2

比　率 Ｂ／Ａ (％) 88.89 88.89

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人) 6 6

標準超

後期高齢者医療特別会計

標準超 (人) 2 2

比　率 Ｂ／Ａ (％) 88.89 88.89

前年度

職　員　数 Ａ (人) 9 9

8

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人)

－ 40 －



オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

扶養手当 同　　　　　じ

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市

－ 41 －



 



（（議議案案第第1199号号））

介介護護保保険険特特別別会会計計

－ 43 －



１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 保険料 6,831,048 6,831,048 20.3

 2 使用料及び手数料 889 889 0.0

 3 国庫支出金 7,476,761 7,476,761 22.3

 4 支払基金交付金 8,445,246 8,445,246 25.1

 5 県支出金 4,563,386 4,563,386 13.6

 6 財産収入 70 70 0.0

 7 繰入金 5,244,640 △3,585 5,241,055 15.6

 8 繰越金 998,459 998,459 3.0

 9 諸収入 35,037 35,037 0.1

33,595,536 △3,585 33,591,951 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

介護保険特別会計
－ 44 －



事　項　別　明　細　書

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 総務費 515,199 △3,585 511,614 △3,585 1.5

 2 保険給付費 30,449,590 30,449,590 90.6

 3 財政安定化基 1 1 0.0

金拠出金

 4 地域支援事業 1,519,904 1,519,904 4.5

費

 5 基金積立金 511,522 511,522 1.5

 6 諸支出金 499,320 499,320 1.5

 7 予備費 100,000 100,000 0.3

33,595,536 △3,585 33,591,951 △3,585 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

－ 45 －



２　歳　入

節

 7 繰入金 5,244,640 △ 3,585 5,241,055

 1 一般会計繰入金 4,996,100 △ 3,585 4,992,515

 1 一般会計繰入金 513,963 △ 3,585 510,378

33,595,536 △ 3,585 33,591,951歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

介護保険特別会計
－ 46 －



（単位  千円）

節   

 1 職員人件費繰入金 △ 3,585 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○職員人件費繰入金

98,846 △ 3,585 95,261

説 明
区 分 金 額

－ 47 －



３　歳　出

節

 1 総務費 515,199 △3,585 511,614 特定財源

△3,585

一般財源

0

 1 総務管理費 157,165 △3,585 153,580 特定財源

△3,585

一般財源

0

 1 一般管理費 157,165 △3,585 153,580 特定財源

△3,585

一般財源

0

33,595,536 △3,585 33,591,951 特定財源

△3,585

一般財源

0

歳出合計

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

介護保険特別会計
－ 48 －



（単位  千円）

節       

（特定財源の内訳）

繰入金 △3,585

（特定財源の内訳）

繰入金 △3,585

（特定財源の内訳）

繰入金 △3,585

 2 給料 △2,001 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 △1,554 ○職員人件費

 4 共済費 △30 98,846 △3,585 95,261

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○職員人件費繰入金

98,846 △3,585 95,261

（特定財源の内訳）

繰入金 △3,585

金 額
説 明

区 分

－ 49 －



比　　較
(0)

0 △2,001 △1,554 △3,555

  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　１１　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

44,002 264,692
72

補 正 前
(3)

4,025 162,461 57,759

補 正 後
(3) 人

4,025 160,460 56,205 220,690

△30 △3,585
0

224,245 44,032 268,277
72

※ (　)内は、パートタイム会計年度任用職員数の合計を外書き。

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分 扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当

補正後 1,620 604 6,247 95 5,012 33,052 8,953 622

33,586 9,235 990

比　較 △660 0 469 △439 260 △534

補正前 2,280 604 5,778 534 4,752

△282 △368

介護保険特別会計
－ 50 －



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

16,154 95,261
14

補 正 前 53,012 29,650 82,662

補 正 後
人

51,011 28,096 79,107

16,184 98,846
14

△2,001 △1,554 △3,555 △30 △3,585
0

比　　較

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

1,215 10,888 8,953 622

補正前 2,280 604 3,630 534 955

補正後 1,620 604 4,099 95

△282 △368

11,422 9,235 990

比　較 △660 0 469 △439 260 △534

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分

－ 51 －



　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 △2,001 給与改定
に 伴 う
増 減 分

125

 

昇給に伴
う増加分

596

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△2,722

職員手当 △1,554 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

257

勤勉手当

252

介護保険特別会計

給与改定に伴う分

15

異動等に伴う分

△2,078

その他の
増 減 分

－ 52 －



　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職

平 均 年 齢 39歳10月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 304,729円

平均給与月額 376,700円

平 均 年 齢 40歳10月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 311,636円

平均給与月額 373,403円

学　歴 給料月額

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職

短大卒

本

年

度

高校卒 162,400 

176,000 

前

年

度

高校卒

大学卒 196,100 

158,400 

短大卒 172,700 

大学卒 193,100 

円

円円円円

円

円円円円

－ 53 －



ウ　級　別　職　員　数 (級別の基準となる職務)

区　　　分 行　政　職 区　分 行 政 職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 2 人
１　級

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

３　級 8

主 事
技 師

２　級 2

３　級 係 長

４　級 1

５　級 課 長 補 佐

６　級 1
６　級

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

５　級

課 長

７　級
７　級 次 長

８　級
８　級 部 長

※ 会計年度任用職員数を除く。

９　級
９　級 困 難 部 長

計 14

エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職

本年度

職　員　数 Ａ (人) 14 14

昇給に係る職員数

(人)

Ｂ (人) 13 13

13 13

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 14

3 3

比　率 Ｂ／Ａ (％) 92.86 92.86

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人) 10 10

標準超

介護保険特別会計

標準超 (人) 1 1

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

前年度

職　員　数 Ａ (人) 14 14

14

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人)

－ 54 －



オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

扶養手当 同　　　　　じ

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市

－ 55 －



 



（（議議案案第第2200号号））

土土地地区区画画整整理理事事業業特特別別会会計計

－ 57 －



１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 国庫支出金 175,000 175,000 13.4

 2 繰入金 812,874 △17,640 795,234 60.8

 3 繰越金 2 2 0.0

 4 諸収入 130,524 130,524 10.0

 5 市債 207,700 207,700 15.9

1,326,100 △17,640 1,308,460 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

土地区画整理事業特別会計
－ 58 －



事　項　別　明　細　書

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 土地区画整理 702,657 △17,640 685,017 △17,640 52.4

費

 2 公債費 623,343 623,343 47.6

 3 予備費 100 100 0.0

1,326,100 △17,640 1,308,460 △17,640 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

－ 59 －



２　歳　入

節

 2 繰入金 812,874 △ 17,640 795,234

 1 他会計繰入金 812,874 △ 17,640 795,234

 1 一般会計繰入金 812,874 △ 17,640 795,234

1,326,100 △ 17,640 1,308,460歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

土地区画整理事業特別会計
－ 60 －



（単位  千円）

節   

 1 一般会計繰入金 △ 17,640 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○一般会計繰入金

812,874 △ 17,640 795,234

説 明
区 分 金 額

－ 61 －



３　歳　出

節

 1 土地区画整理費 702,657 △17,640 685,017 特定財源

0

一般財源

△17,640

 1 総務管理費 84,368 △17,515 66,853 特定財源

0

一般財源

△17,515

 1 一般管理費 84,368 △17,515 66,853 特定財源

0

一般財源

△17,515

 2 事業費 618,289 △125 618,164 特定財源

0

一般財源

△125

 1 泉第三土地区画整理費 70,952 △83 70,869 特定財源

0

一般財源

△83

 2 勿来錦第一土地区画整理 547,337 △42 547,295 特定財源

費 0

一般財源

△42

1,326,100 △17,640 1,308,460 特定財源

0

一般財源

△17,640

歳出合計

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

土地区画整理事業特別会計
－ 62 －



（単位  千円）

節       

 2 給料 △10,714 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 △3,822 ○職員人件費　１１人　→　８人

 4 共済費 △2,979 82,163 △17,515 64,648

 3 職員手当等 △26 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 4 共済費 △57 ○職員人件費

8,644 △83 8,561

 3 職員手当等 △69 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 4 共済費 27 ○職員人件費

8,307 △42 8,265

金 額
説 明

区 分

－ 63 －



比　　較 △10,714 △3,917 △14,631

  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　１１　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

13,932 84,731
11

補 正 前 55,476 29,954

補 正 後
人

44,762 26,037 70,799

△3,009 △17,640
△3

85,430 16,941 102,371
14

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分 扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当

補正後 1,648 1,316 3,227 573 1,169 9,945 7,823 336

11,874 9,257 615

比　較 268 △152 33 △159 △265 △1,929

補正前 1,380 1,468 3,194 732 1,434

△1,434 △279

土地区画整理事業特別会計
－ 64 －



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

13,366 81,474
10

補 正 前 53,305 29,434 82,739

補 正 後
人

42,591 25,517 68,108

16,375 99,114
13

△10,714 △3,917 △14,631 △3,009 △17,640
△3

比　　較

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

1,074 9,520 7,823 336

補正前 1,380 1,468 3,194 732 1,339

補正後 1,648 1,316 3,227 573

△1,434 △279

11,449 9,257 615

比　較 268 △152 33 △159 △265 △1,929

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分

－ 65 －



　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 △10,714 昇給に伴
う増加分

42

 

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△10,756

職員手当 △3,917 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

200

勤勉手当

200

土地区画整理事業特別会計

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△4,317

－ 66 －



　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職

平 均 年 齢 47歳0月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 354,920円

平均給与月額 400,547円

平 均 年 齢 44歳5月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 342,069円

平均給与月額 405,327円

学　歴 給料月額

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職

短大卒

本

年

度

高校卒 162,400 

176,000 

前

年

度

高校卒

大学卒 196,100 

158,400 

短大卒 172,700 

大学卒 193,100 

円

円円円円

円

円円円円

－ 67 －



ウ　級　別　職　員　数 (級別の基準となる職務)

区　　　分 行　政　職 区　分 行 政 職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 人
１　級

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

３　級 7

主 事
技 師

２　級

３　級 係 長

４　級 1

５　級 課 長 補 佐

６　級 2
６　級

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

５　級

課 長

７　級
７　級 次 長

８　級
８　級 部 長

※ 会計年度任用職員数を除く。

９　級
９　級 困 難 部 長

計 10

エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職

本年度

職　員　数 Ａ (人) 10 10

昇給に係る職員数

(人)

Ｂ (人) 10 10

11 11

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 16

2 2

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人) 8 8

標準超

土地区画整理事業特別会計

標準超 (人) 5 5

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

前年度

職　員　数 Ａ (人) 16 16

16

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人)

－ 68 －



オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

扶養手当 同　　　　　じ

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市

－ 69 －



 



（（議議案案第第2211号号））

卸卸売売市市場場事事業業特特別別会会計計

－ 71 －



１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 使用料及び手数料 182,864 182,864 46.0

 2 繰入金 84,021 479 84,500 21.3

 3 諸収入 95,523 34,639 130,162 32.7

362,408 35,118 397,526 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

卸売市場事業特別会計
－ 72 －



事　項　別　明　細　書

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 卸売市場費 324,458 35,118 359,576 34,639 479 90.5

 2 公債費 37,450 37,450 9.4

 3 予備費 500 500 0.1

362,408 35,118 397,526 34,639 479 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

－ 73 －



２　歳　入

節

 2 繰入金 84,021 479 84,500

 1 他会計繰入金 84,021 479 84,500

 1 一般会計繰入金 84,021 479 84,500

 3 諸収入 95,523 34,639 130,162

 2 雑入 95,522 34,639 130,161

 1 雑入 95,522 34,639 130,161

362,408 35,118 397,526歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

卸売市場事業特別会計
－ 74 －



（単位  千円）

節   

 1 一般会計繰入金 479 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○一般会計繰入金

84,021 479 84,500

 1 雑入 34,639 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○電気料

81,339 34,639 115,978

説 明
区 分 金 額

－ 75 －



３　歳　出

節

 1 卸売市場費 324,458 35,118 359,576 特定財源

34,639

一般財源

479

 1 卸売市場費 324,458 35,118 359,576 特定財源

34,639

一般財源

479

 1 施設運営費 324,458 35,118 359,576 特定財源

34,639

一般財源

479

362,408 35,118 397,526 特定財源

34,639

一般財源

479

歳出合計

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

卸売市場事業特別会計
－ 76 －



（単位  千円）

節       

（特定財源の内訳）

使用料及び手数料 0

諸収入 34,639

（特定財源の内訳）

使用料及び手数料 0

諸収入 34,639

（特定財源の内訳）

使用料及び手数料 0

諸収入 34,639

 2 給料 768 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 1,427 ○職員人件費　９人（４人）　→　９人（３人）※

 4 共済費 821 67,090 3,016 70,106

10 需用費 36,150 ○運営管理費

14 工事請負費 △4,048 257,368 32,102 289,470

運営費 36,150

維持補修費 △4,048

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○電気料

81,339 34,639 115,978

（特定財源の内訳）

使用料及び手数料 0

諸収入 34,639

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数を外書き。

金 額
説 明

区 分
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比　　較
(△1)

768 1,427 2,195

  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　１１　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

10,780 70,106
9

補 正 前
(4)

38,972 18,159

補 正 後
(3) 人

39,740 19,586 59,326

821 3,016
0

57,131 9,959 67,090
9

※ (　)内は、再任用短時間勤務職員数を外書き。

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分 扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当

補正後 282 864 1,947 351 909 8,161 6,736 336

7,560 6,070 336

比　較 240 0 △57 174 △197 601

補正前 42 864 2,004 177 1,106

666 0

卸売市場事業特別会計
－ 78 －



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

10,780 70,106
9

補 正 前
(4)

38,972 18,159 57,131

補 正 後
(3) 人

39,740 19,586 59,326

9,959 67,090
9

(△1)
768 1,427 2,195 821 3,016

0

※ (　)内は、再任用短時間勤務職員数を外書き。

比　　較

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

909 8,161 6,736 336

補正前 42 864 2,004 177 1,106

補正後 282 864 1,947 351

666 0

7,560 6,070 336

比　較 240 0 △57 174 △197 601

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分
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　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 768 給与改定
に 伴 う
増 減 分

58

 

昇給に伴
う増加分

734

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△24

職員手当 1,427 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

189

勤勉手当

170

卸売市場事業特別会計

給与改定に伴う分

5

異動等に伴う分

1,063

その他の
増 減 分

－ 80 －



　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職

平 均 年 齢 44歳6月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 331,278円

平均給与月額 382,068円

平 均 年 齢 42歳2月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 308,167円

平均給与月額 334,699円

学　歴 給料月額

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職

短大卒

本

年

度

高校卒 162,400 

176,000 

前

年

度

高校卒

大学卒 196,100 

158,400 

短大卒 172,700 

大学卒 193,100 

円

円円円円

円

円円円円
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ウ　級　別　職　員　数 (級別の基準となる職務)

区　　　分 行　政　職 区　分 行 政 職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 1 人
１　級

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

３　級 4

主 事
技 師

２　級 1 (3)

３　級 係 長

４　級 1

５　級 課 長 補 佐

６　級
６　級

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

５　級 1

課 長

７　級 1
７　級 次 長

８　級
８　級 部 長

※ (　)内は、再任用短時間勤務職員数を外書きし、会計年度任用職員数を除く。

９　級
９　級 困 難 部 長

計 9 (3)

エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職

本年度

職　員　数 Ａ (人) 9 9

昇給に係る職員数

(人)

Ｂ (人) 9 9

5 5

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 8

3 3

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人) 6 6

標準超

卸売市場事業特別会計

標準超 (人) 3 3

比　率 Ｂ／Ａ (％) 88.89 88.89

前年度

職　員　数 Ａ (人) 9 9

8

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人)

－ 82 －



オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

扶養手当 同　　　　　じ

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市

－ 83 －



 



（（議議案案第第2222号号））

競競輪輪事事業業特特別別会会計計

－ 85 －



１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 競輪事業収入 26,794,417 2,793,014 29,587,431 93.8

 2 財産収入 4,169 4,169 0.0

 3 繰越金 654,843 654,843 2.1

 4 諸収入 1,281,240 1,281,240 4.1

28,734,669 2,793,014 31,527,683 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

競輪事業特別会計
－ 86 －



事　項　別　明　細　書

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 競輪事業費 28,041,448 2,758,337 30,799,785 2,758,337 97.7

 2 諸支出金 113,221 113,221 0.4

 3 繰出金 380,000 380,000 1.2

 4 予備費 200,000 34,677 234,677 34,677 0.7

28,734,669 2,793,014 31,527,683 2,793,014 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

－ 87 －



２　歳　入

節

 1 競輪事業収入 26,794,417 2,793,014 29,587,431

 1 競輪事業収入 26,794,417 2,793,014 29,587,431

 1 車券収入 26,783,369 2,793,014 29,576,383

28,734,669 2,793,014 31,527,683歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

競輪事業特別会計
－ 88 －



（単位  千円）

節   

 1 車券収入 2,793,014 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○車券収入

26,783,369 2,793,014 29,576,383

説 明
区 分 金 額
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３　歳　出

節

 1 競輪事業費 28,041,448 2,758,337 30,799,785 特定財源

2,758,337

一般財源

0

 1 競輪総務費 911,968 913 912,881 特定財源

913

一般財源

0

 1 一般管理費 533,471 913 534,384 特定財源

913

一般財源

0

 2 競輪開催費 27,129,480 2,757,424 29,886,904 特定財源

2,757,424

一般財源

0

 1 開催費 7,041,953 686,139 7,728,092 特定財源

686,139

一般財源

0

 2 払戻金 20,087,527 2,071,285 22,158,812 特定財源

2,071,285

一般財源

0

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

競輪事業特別会計
－ 90 －



（単位  千円）

節       

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 2,758,337

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 913

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 913

 2 給料 793 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 △364 ○職員人件費

 4 共済費 484 110,817 913 111,730

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○車券収入

158,388 913 159,301

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 2,757,424

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 686,139

 7 報償費 78,123 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

10 需用費 34,063 ○開催費

12 委託料 531,326 7,041,953 686,139 7,728,092

18 負担金、補助 42,627 （特定財源の説明）

及び交付金 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○車券収入

6,124,233 686,139 6,810,372

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 2,071,285

説 明
区 分 金 額

－ 91 －



(項 2　競輪開催費)(目 2　払戻金)

節

 4 予備費 200,000 34,677 234,677 特定財源

34,677

一般財源

0

 1 予備費 200,000 34,677 234,677 特定財源

34,677

一般財源

0

 1 予備費 200,000 34,677 234,677 特定財源

34,677

一般財源

0

28,734,669 2,793,014 31,527,683 特定財源

2,793,014

一般財源

0

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

歳出合計

競輪事業特別会計
－ 92 －



（単位  千円）

節       

22 償還金、利子 2,071,285 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

及び割引料 ○勝者投票払戻金

20,087,527 2,071,285 22,158,812

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○車券収入

20,087,527 2,071,285 22,158,812

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 34,677

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 34,677

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 34,677

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○車券収入

0 34,677 34,677

（特定財源の内訳）

競輪事業収入 2,793,014

区 分 金 額
説 明

－ 93 －



  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　11　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

補正後 1,518 1,728

27,367 314,804
20

287,437

補 正 前
(74)

173,592 68,057 45,359

補 正 後
(74) 人

173,592 68,850 44,995

※ (　)内は、パートタイム会計年度任用職員数の合計を外書き。

287,008 26,883 313,891
20

484 913
0

比　　較
(0)

0 793 △364 429

12,097 1,847 183 1,547

0 316

区　分 扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

休日給
特殊勤務
手　　当

通勤手当
宿日直
手　当

264 14,454

1,756 264 14,138

比　較

12,522 2,063 230

期末手当

△240 0 △425 △216 △47 △209

補正後 9,472 1,885

区　分 勤勉手当 住居手当

競輪事業特別会計

比　較 252 205

補正前 9,220 1,680

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

補正前 1,758 1,728

－ 94 －



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

17,745 111,730
14

補 正 前 54,237 39,319 93,556

補 正 後
人

55,030 38,955 93,985

17,261 110,817
14

比　　較 793 △364 429 484 913
0

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分 扶養手当
特　別
調整額

超過勤務
手　　当

休日給
特殊勤務
手　　当

通勤手当 期末手当 勤勉手当

補正後 1,518 1,728 9,899 1,847 183 676 11,747 9,472

補正前 1,758 1,728 10,324 2,063 230 885 11,431 9,220

比　較 △240 0 △425 △216 △47 △209 316 252

区　分 住居手当

補正後 1,885

比　較 205

補正前 1,680

－ 95 －



　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 793 給与改定
に 伴 う
増 減 分

64

 

昇給に伴
う増加分

731

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△2

職員手当 △364 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

264

勤勉手当

251

競輪事業特別会計

給与改定に伴う分

18

異動等に伴う分

△897

その他の
増 減 分

－ 96 －



　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職 技能労務職

平 均 年 齢 43歳5月 56歳10月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 335,392円 343,800円

平均給与月額 422,920円 370,050円

平 均 年 齢 42歳8月 55歳10月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 327,625円 325,300円

平均給与月額 472,579円 469,185円

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職 技　能　労　務　職

学　歴 給料月額 学　歴 給料月額

176,000 160,500 

本

年

度

高校卒
中学卒

（労務職）
162,400 151,200 

短大卒
高
校
卒

一　般
技能職

158,400 147,200 

短大卒

大学卒
技能免許
所 有 職

196,100 177,200 

大学卒
技能免許
所 有 職

193,100 173,100 

高
校
卒

一　般
技能職

172,700 156,300 

前

年

度

高校卒
中学卒

（労務職）

円

円円円円

円

円円 円

円

円円円円

円

円円 円
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ウ　級　別　職　員　数

区　　　分 行　政　職 技能労務職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 1 人

３　級 5

２　級 3

人

４　級 1

６　級

５　級 1 1

７　級 2

８　級

1

９　級

計 13

行 政 職 技 能 労 務 職

※ 会計年度任用職員数を除く。

１　級
主 事
技 師

技 能 職
労 務 職

(級別の基準となる職務)

区　分

３　級 係 長
技 能 職
主 任 技 能 職

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

主 任 技 能 職

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

技 能 職
主 任 労 務 職

８　級 部 長

９　級 困 難 部 長

競輪事業特別会計

５　級 課 長 補 佐 主 任 技 能 職

６　級 課 長

７　級 次 長
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エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職 技能労務職

1

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 12 11 1

職　員　数 Ａ (人) 13 12

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人) 7 7

標準超 (人) 5 4 1

比　率 Ｂ／Ａ (％) 92.31 91.67 100.00

前年度

職　員　数 Ａ (人) 13 12 1

昇給に係る職員数 Ｂ

本年度

(人) 12 11 1

号給数別内訳

標準未 (人) 1 1

比　率 Ｂ／Ａ (％) 92.31 91.67 100.00

標　準 (人) 8 8

標準超 (人) 3 2 1

オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　特殊勤務手当

区　　　　　分 全　　職　　種 行　　政　　職 技 能 労 務 職

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　○競輪開催業務に従事する職員の特殊勤務手当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.39 0.40 0.21

支 給 対 象 職 員 の 比 率

（令和 4年 9月 1日現 在）
（％） 46.16 41.67 100.00
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キ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶養手当 同　　　　　じ

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

競輪事業特別会計

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市
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（（新新　　規規））

期　　間 金　 額

競輪事業特別会計

7 いわき平競輪場場内警備等業務委託 38,066 － －

6 い わ き 平 競 輪 開 催 告 知 等 業 務 委 託 90,957 － －

5 いわき平競輪場現金輸送・保管等業務委託 69,507 － －

4
い わ き 平 競 輪 場 選 手 宿 舎
空 気 調 和 設 備 更 新 業 務 委 託

191,070 － －

3 いわき平競輪場照明器具ＬＥＤ化業務委託 299,090 － －

1 いわき平競輪場設備運転・保守等業務委託 49,235 － －

2 い わ き 平 競 輪 場 清 掃 等 業 務 委 託 36,694 － －

債債務務負負担担行行為為でで令令和和５５年年度度以以降降ににわわたたるる

支支出出額額又又はは支支出出額額のの見見込込みみ及及びび令令和和４４

事　　　　　　　項 限　　度　　額

令 和 ３ 年 度 末
ま で の 支 出 額
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令和４年度

金　 額 期　　間 金　 額 国県支出金 地 方 債

－ 令和５年度 38,066 38,066

69,507

－ 令和５年度 90,957 90,957

－ 令和５年度 69,507

299,090

－ 令和５年度 191,070 191,070

－ 令和５年度 299,090

－ 令和５年度 36,694

－ 令和５年度 49,235 49,235

36,694

もも のの にに つつ いい てて のの 令令 和和 ３３ 年年 度度 末末 まま でで のの

年年 度度 以以 降降 のの 支支 出出 予予 定定 額額 にに 関関 すす るる 調調 書書

（単位　千円）

令和４年度以降の支出予定額 左 の 財 源 内 訳

令 和 ５ 年 度 以 降 特 定 財 源
一 般 財 源

そ の 他
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（（議議案案第第2233号号））

温温泉泉給給湯湯事事業業特特別別会会計計
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１　総　括

(歳　入) (単位  千円)

構成比

(%)

 1 事業収入 104,573 104,573 49.5

 2 財産収入 13 13 0.0

 3 繰入金 84,402 2,685 87,087 41.2

 4 繰越金 19,720 19,720 9.3

 5 諸収入 28 28 0.0

208,736 2,685 211,421 100.0

※構成比は科目ごとに四捨五入しているため、積み上げが100にならない場合がある。

歳入合計

歳 入 歳 出 補 正 予 算

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

温泉給湯事業特別会計
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事　項　別　明　細　書

(歳　出) (単位  千円)

款 構成比

(%)

 1 温泉給湯事業 203,736 2,685 206,421 2,685 97.6

費

 2 予備費 5,000 5,000 2.4

208,736 2,685 211,421 2,685 100.0歳出合計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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２　歳　入

節

 3 繰入金 84,402 2,685 87,087

 2 一般会計繰入金 49,277 2,685 51,962

 1 一般会計繰入金 49,277 2,685 51,962

208,736 2,685 211,421歳入合計

款 項 目 補 正 前 の 額 補 正 額 計

温泉給湯事業特別会計
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（単位  千円）

節   

 1 一般会計繰入金 2,685 　　　　　　　既定予算額　　　 今回計上額　　　 収入見込額

○一般会計繰入金

49,277 2,685 51,962

説 明
区 分 金 額
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３　歳　出

節

 1 温泉給湯事業費 203,736 2,685 206,421 特定財源

2,685

一般財源

0

 1 給湯事業費 192,379 246 192,625 特定財源

246

一般財源

0

 1 一般管理費 54,192 246 54,438 特定財源

246

一般財源

0

 2 浴場事業費 11,357 2,439 13,796 特定財源

2,439

一般財源

0

 1 浴場管理費 11,357 2,439 13,796 特定財源

2,439

一般財源

0

208,736 2,685 211,421 特定財源

2,685

一般財源

0

歳出合計

款　　項　　目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 財 源 内 訳

温泉給湯事業特別会計
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（単位  千円）

節       

（特定財源の内訳）

繰入金 2,685

（特定財源の内訳）

繰入金 246

（特定財源の内訳）

繰入金 246

 2 給料 △404 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

 3 職員手当等 519 ○職員人件費

 4 共済費 131 21,615 246 21,861

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○一般会計繰入金

23,727 246 23,973

（特定財源の内訳）

繰入金 2,439

（特定財源の内訳）

繰入金 2,439

21 補償、補てん 2,439 　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

及び賠償金 ○浴場管理費

11,357 2,439 13,796

（特定財源の説明）

　　　　　　　　　　　　補正前　　　　　補　正　　　　　　計

○一般会計繰入金

0 2,439 2,439

（特定財源の内訳）

繰入金 2,685

金 額
説 明

区 分
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比　　較
(0)

0 △404 519 115

  補補  正正  給給  与与  費費  明明  細細  書書

　　１１　　一一　　般般　　職職

　　　　⑴⑴　　総総　　括括 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
報　酬 給　料 職員手当 計

4,299 26,998
3

補 正 前
(3)

3,829 11,194 7,561

補 正 後
(3) 人

3,829 10,790 8,080 22,699

131 246
0

22,584 4,168 26,752
3

※ (　)内は、パートタイム会計年度任用職員数の合計を外書き。

職
　
員
　
手
　
当
　
の
　
内
　
訳

区　分 扶養手当
超過勤務
手　　当

休日給 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当

補正後 240 2,279 124 222 2,985 1,894 336

1,906 336

比　較 60 753 △294 79 △67 △12

補正前 180 1,526 418 143 3,052

0

温泉給湯事業特別会計
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ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円) 

区　　分 職　員　数
給　　　与　　　費

共 済 費 合　計
給　　料 職員手当 計

3,685 21,861
3

補 正 前 11,194 6,867 18,061

補 正 後
人

10,790 7,386 18,176

3,554 21,615
3

△404 519 115 131 246
0

比　　較

通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当扶養手当
超過勤務
手　　当

休日給

2,291 1,894 336

補正前 180 1,526 418 143 2,358

補正後 240 2,279 124 222

0

1,906 336

比　較 60 753 △294 79 △67 △12

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分
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　　　　⑵⑵　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの増増減減額額のの明明細細

(単位　千円) 

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備　考

給　料 △404 給与改定
に 伴 う
増 減 分

34

 

その他の
増 減 分

異動等に伴う分

△438

職員手当 519 制度改正
に 伴 う
増 減 分

期末手当

55

勤勉手当

54

温泉給湯事業特別会計

給与改定に伴う分

9

異動等に伴う分

401

その他の
増 減 分
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　　　　⑶⑶　　給給料料及及びび職職員員手手当当のの状状況況

ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行政職

平 均 年 齢 42歳6月

令 和 ４ 年
９ 月 １ 日 現 在

平均給料月額 299,700円

平均給与月額 360,315円

平 均 年 齢 43歳7月

令 和 ３ 年
10 月 １ 日 現 在

平均給料月額 307,833円

平均給与月額 402,786円

学　歴 給料月額

　※ 再任用職員及び会計年度任用職員を除く。

イ　初　任　給

区
　
分

行　政　職

短大卒

本

年

度

高校卒 162,400 

176,000 

前

年

度

高校卒

大学卒 196,100 

158,400 

短大卒 172,700 

大学卒 193,100 

円

円円円円

円

円円円円
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ウ　級　別　職　員　数 (級別の基準となる職務)

区　　　分 行　政　職 区　分 行 政 職

令 和 ４ 年

９ 月 １ 日 現 在

１　級 1 人
１　級

２　級
事 務 主 任
技 術 主 任

３　級 2

主 事
技 師

２　級

３　級 係 長

４　級

５　級 課 長 補 佐

６　級
６　級

４　級
主 任 主 査
主 任 技 査

５　級

課 長

７　級
７　級 次 長

８　級
８　級 部 長

※ 会計年度任用職員数を除く。

９　級
９　級 困 難 部 長

計 3

エ　昇給

区　　　分 合　計 行政職

本年度

職　員　数 Ａ (人) 3 3

昇給に係る職員数

(人)

Ｂ (人) 3 3

3 3

昇給に係る職員数 Ｂ (人) 3

0

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人) 3 3

標準超

温泉給湯事業特別会計

標準超 (人) 0

比　率 Ｂ／Ａ (％) 100.00 100.00

前年度

職　員　数 Ａ (人) 3 3

3

号給数別内訳

標準未 (人) 0

標　準 (人)
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オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支 給 率 計

備　　考
職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月 (月分) 12月 (月分) (月　分)

補 正 後
(1.125)
2.125

(1.175)
2.225

(2.30)
4.35

有

補 正 前
(1.125)
2.125

(1.125)
2.125

(2.25)
4.25

有

扶養手当 同　　　　　じ

国の制度
(1.125)
2.150

(1.175)
2.250

(2.30)
4.40

有

※ (　)内は、再任用職員の標準的な支給率。会計年度任用職員を除く。

カ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

60,700 円

　　国 31,600 円

住居手当 一 部 異 な る

○基礎控除額

　当　市 9,500 円

　　国 16,000 円

通勤手当 一 部 異 な る

(交通用具使用者)

○支給限度額

　当　市
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